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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第31期
第２四半期
連結累計期間

第32期
第２四半期
連結累計期間

第31期
第２四半期
連結会計期間

第32期
第２四半期
連結会計期間

第31期

会計期間

自　平成20年
　  12月１日
至　平成21年
　　５月31日

自　平成21年
　  12月１日
至　平成22年
　　５月31日

自　平成21年
　  ３月１日
至　平成21年
　　５月31日

自　平成22年
　  ３月１日
至　平成22年
　　５月31日

自　平成20年
　　12月１日
至　平成21年
　　11月30日

売上高 (千円) 4,514,5044,037,5333,019,5052,449,7558,882,357

経常利益 (千円) 407,769 422,813 522,136 565,220 335,033

四半期(当期)純利益 (千円) 212,771 232,529 285,168 329,924 27,271

純資産額 (千円) － － 3,933,8353,835,4603,739,568

総資産額 (千円) － － 13,131,54613,612,97413,045,244

１株当たり純資産額 (円) － － 435.95 431.39 414.43

１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) 23.48 26.01 31.60 37.12 3.01

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) 23.46 26.01 31.59 37.12 3.01

自己資本比率 (％) － － 30.0 28.2 28.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △171,742△248,603 － － 549,233

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △338,238 65,775 － － △685,632

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △283,995△184,729 － － △276,398

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) － － 1,824,4671,838,0892,205,646

従業員数 (名) － － 139 137 140

(注)　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年５月31日現在

従業員数(名) 137 (8)

(注) １　従業員数は、契約社員５名を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年５月31日現在

従業員数(名) 　137 (8)

(注) １　従業員数は、契約社員５名及び連結子会社への出向者(社員51名)を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称(部門) 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

　 (開発部門) 8,960 △98.7

不動産ソリューション事業 (学生マンション部門) 2,006,048 ＋8.5

　 小計 2,015,008 △21.3

　 (課外活動支援部門) 428,087 △4.8

学生生活支援事業 (人材ソリューション部門) 6,660 △32.0

　 小計 434,747 △5.4

合計 2,449,755 △18.9

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　季節変動性については、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1) 経営成績の分

析」に記載しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済環境は、世界的な金融不安による急激な景気悪化か

らは回復の兆しが見られたものの、依然、雇用情勢の悪化や個人消費の低迷が続くなど厳しい状況の中で

推移いたしました。

その環境下にあっても、当社グループの主要顧客層である大学生マーケットにおきましては、昨年平成

21年春の大学入学者数が60.9万人、大学生総数は284.6万人(文部科学省「学校基本調査」による)といず

れも前年を上回り、過去最高水準を維持しております。引き続き、少子化時代にあっても安定的に推移す

る大学生市場においては、さまざまなサービス分野において彼等の多様化するライフスタイルとニーズ

に応える低廉で高品質なサービスが求められていると言えます。

このような市場環境の中で当社グループは、事業の方向性を明確にし、戦略的投資を促進するため、開

発部門と学生マンション部門の２部門からなる「不動産ソリューション事業」と課外活動支援部門と人

材ソリューション部門の２部門からなる「学生生活支援事業」の２事業(セグメント)計４部門で事業展

開を図っております。

特に、景気動向の影響を比較的受けにくい不動産ソリューション事業における学生マンション部門は、

ますます高まる学生の安心・快適な住居ニーズに支えられ順調に推移いたしました。しかしながら、開発

部門につきましては、販売用不動産の売却が第３四半期にずれ込んだため売上計画が未達となりました。

その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は2,449,755千円(前年同四半期比18.9％減)となったも

のの、営業利益は607,222千円(同8.2％増)、経常利益は565,220千円(同8.3％増)、四半期純利益は329,924

千円(同15.7％増)となりました。

なお、当社グループでは、学生マンション部門において、３月及び４月の入学シーズン時期にあわせた

学生マンション入居者募集関連売上により第２四半期(３月～５月)に、課外活動支援部門において、合宿

・研修旅行のピークシーズンである第３四半期(６月～８月)に売上高が増加する傾向があります。
　
①　売上高

当第２四半期連結会計期間の売上高は2,449,755千円(前年同四半期比18.9％減)となりました。事業

別には不動産ソリューション事業の売上高は2,015,008千円(同21.3％減)、学生生活支援事業の売上高

は434,747千円(同5.4％減)となりました。また、部門別では、不動産ソリューション事業の開発部門は

8,960千円(同98.7％減)、学生マンション部門は2,006,048千円(同8.5％増)、学生生活支援事業の課外

活動支援部門は428,087千円(同4.8％減)、人材ソリューション部門は6,660千円(同32.0％減)となりま

した。減少の主な要因は、不動産ソリューション事業の開発部門において、販売用不動産の売却が第３

四半期にずれ込んだことにより売上計画が未達となったことによるものであります。

②　営業利益

当第２四半期連結会計期間の売上総利益は全体の売上高が前年同四半期に比べ減少したものの、学

生マンション部門の売上が順調に推移したことにより1,114,898千円(前年同四半期比4.6％増)となり

ました。事業別には不動産ソリューション事業の売上総利益は882,990千円(同8.0％増)、学生生活支援

事業の売上総利益は231,908千円(同6.9％減)となりました。

また、当第２四半期連結会計期間の販売費及び一般管理費は507,676千円(同0.5％増)となり、営業利

益は607,222千円(同8.2％増)となりました。

③　経常利益

当第２四半期連結会計期間の営業外収支は営業外収益に受取利息等2,551千円(前年同四半期比

4.5％増)、営業外費用に支払利息等44,553千円(同7.2％増)を計上したことによりマイナス42,002千円

となりました。

その結果、当第２四半期連結会計期間の経常利益は565,220千円(同8.3％増)となりました。
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④　四半期純利益

当第２四半期連結会計期間の四半期純利益は329,924千円(前年同四半期比15.7％増)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は13,612,974千円となり前連結会計年度末に比べ567,730千

円増加いたしました。この増加の主な要因は、販売用不動産が1,101,709千円の増加、有形固定資産が

386,109千円の増加、現金及び預金が537,557千円の減少及び流動資産のその他が376,117千円減少したこ

とによります。

負債合計は9,777,513千円となり前連結会計年度末に比べ471,837千円増加いたしました。この増加の

主な要因は、未払法人税等が129,785千円の増加、長期借入金(１年内返済予定分を含む)が126,948千円の

増加、固定負債その他が459,187千円の増加、支払手形及び買掛金が42,781千円の減少、流動負債その他が

46,064千円の減少及び社債(１年内償還予定分を含む)が157,100千円減少したことによるものでありま

す。また、純資産合計は3,835,460千円となり前連結会計年度末に比べ95,892千円増加いたしました。この

増加の主な要因は、前期の剰余金の処分による配当金の支払99,257千円、自己株式の取得43,932千円及び

四半期純利益232,529千円を計上したことによります。

その結果、１株当たり純資産額は431円39銭となり、自己資本比率は前連結会計年度の28.7％から

28.2％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ

548,373千円減少し1,838,089千円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は107,103千円(前年同四半期は使用した資金が77,634千円)となりま

した。これは主にその他営業資産の減少による収入37,748千円、その他営業負債の減少による支出

572,502千円、利息の支払による支出41,431千円及び税金等調整前四半期純利益を計上したことによる

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は194,838千円(前年同四半期は使用した資金が336,961千円)となりま

した。これは定期預金の純増額100,000千円の支出、有価証券の取得による支出99,910千円及び貸付金

の回収による収入5,071千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は460,637千円(前年同四半期は使用した資金が135,884千円)となりま

した。これは主に長期借入金の返済による支出326,568千円、社債の償還による支出117,900千円及び配

当金の支払による支出11,724千円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,760,000

計 29,760,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年７月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,458,600 9,458,600
大阪証券取引所
(ＪＡＳＤＡＱ市場)

単元株式数　100株

計 9,458,600 9,458,600― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年５月31日)

株主総会の特別決議日 平成16年２月26日

新株予約権の数(個) 30 (注)２

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 6,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり705

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日～
平成23年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 　 　 705
資本組入額     353

新株予約権の行使の条件

(1)対象者は、新株予約権行使時においても、当社または当社の子会
社の取締役、監査役もしくは従業員であることを要する。

(2)新株予約権の対象者が新株予約権の行使をすることができる期
間の初日の到来後に死亡した場合に限り、対象者の相続人が新株
予約権を相続することができる。ただし、対象者の相続人につき、
新たに相続が発生した場合は、その新株予約権の相続は認めな
い。

(3)新株予約権は、第三者への質入、担保権の設定その他の処分およ
び相続は認めないものとする。

(4)その他の条件については、本総会決議及び取締役会決議に基づ
き、当社と対象従業員との間で締結する「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は認めないものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

－

(注) １　平成16年７月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。この結果、新株予約権の目的となる株式の数
ならびに新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。

２　新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株であります。
３　新株予約権発行後、時価を下回る価額及び株式分割または併合で新株を発行するときは、次の算式により払
込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
(時価を下回る価額で新株を発行する場合)
　 　 　 　 既発行

株式数
＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
新株式発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
(株式の分割または併合を行う場合)

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
また、払込金額の調整が行われた場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。
ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
(時価を下回る価額で新株を発行する場合)

調整後株式数＝調整前株式数×
１株当たり調整前払込金額
１株当たり調整後払込金額

(株式の分割または併合を行う場合)
調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年３月１日～
平成22年５月31日 12,0009,458,6001,452 775,066 1,452 508,820

                (注)　 

(注)　新株予約権(ストックオプション)の行使による増加であります。

　

(6) 【大株主の状況】

平成22年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数
に対する
所有株式数
の割合(％)

伊藤　守 神奈川県横浜市戸塚区 2,500,000 26.43

原　利典 東京都中央区 2,500,000 26.43

NORTHERN TRUST CO AVFC RE
NORTHERN TRUST GUERNSEY NON
TREATY CLIENTS
 

(常任代理人　香港上海銀行東京支店)

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT,UK
 
 

(東京都中央区日本橋3-11-1)

340,200 3.60

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海1-8-11 235,900 2.49

和田　成史 東京都千代田区 128,100 1.35

本多　勲 兵庫県尼崎市 125,600 1.33

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 120,000 1.27

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 120,000 1.27

毎日コムネット社員持株会 東京都千代田区神田駿河台2-8瀬川ビル4F 111,800 1.18

遠藤　司 神奈川県横浜市鶴見区 106,000 1.12

計 － 6,287,600 66.47

(注)１　「所有株式数」のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)　　 　235,900株

　　２　上記のほか当社保有の自己株式567,820株(6.00%)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式    567,800

完全議決権株式(その他) 普通株式  8,890,200 88,902
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

単元未満株式  普通株式    　　600 ― 同上

発行済株式総数 9,458,600 ― ―

総株主の議決権 ― 88,902 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式20株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社毎日コムネット

東京都千代田区神田駿河台2-8 567,800 ― 567,800 6.00

計 ― 567,800 ― 567,800 6.00

(注)　「所有者の住所」は、移転のため平成22年６月１日付けで東京都千代田区丸の内1-6-5となっております。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年12月 平成22年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 284 327 308 309 320 314

最低(円) 250 271 276 280 292 285

(注)　株価は、平成22年４月１日以降は大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるもので、それ以前はジャスダック証

券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年３月１日から平成21年５月31日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年12月１日から平成21年５月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年12月１日から平成22年５月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年３月１

日から平成21年５月31日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成21年５月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年12月１日から平成22年５月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、双葉監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※３
 2,501,089

※３
 3,038,646

受取手形及び売掛金 23,139 39,184

販売用不動産 ※２, ※３
 6,553,000

※２, ※３
 5,451,291

原材料及び貯蔵品 4,955 13,173

その他 ※３
 656,478

※３
 1,032,596

貸倒引当金 △26 △79

流動資産合計 9,738,637 9,574,811

固定資産

有形固定資産 ※１, ※３
 2,194,558

※１, ※３
 1,808,449

無形固定資産 83,095 88,938

投資その他の資産

その他 ※３
 1,533,480

※３
 1,504,881

貸倒引当金 △28 △9

投資その他の資産合計 1,533,451 1,504,871

固定資産合計 3,811,106 3,402,259

繰延資産 63,231 68,172

資産合計 13,612,974 13,045,244

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 128,428 171,210

短期借入金 ※３
 2,200,000

※３
 2,200,000

1年内返済予定の長期借入金 ※３
 1,376,854

※３
 746,229

1年内償還予定の社債 314,200 314,200

未払法人税等 206,316 76,531

引当金 22,050 28,000

その他 282,484 328,548

流動負債合計 4,530,333 3,864,719

固定負債

社債 1,945,200 2,102,300

長期借入金 ※３
 2,138,293

※３
 2,641,970

引当金 － 1,186

役員退職慰労引当金 172,800 163,800

その他 990,887 531,700

固定負債合計 5,247,180 5,440,956

負債合計 9,777,513 9,305,676
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 775,066 773,614

資本剰余金 508,820 507,368

利益剰余金 2,798,815 2,665,543

自己株式 △240,054 △196,121

株主資本合計 3,842,649 3,750,405

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7,188 △10,837

評価・換算差額等合計 △7,188 △10,837

純資産合計 3,835,460 3,739,568

負債純資産合計 13,612,974 13,045,244
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年５月31日)

売上高 4,514,504 4,037,533

売上原価 3,037,215 2,535,628

売上総利益 1,477,289 1,501,904

販売費及び一般管理費 ※１
 988,766

※１
 1,000,382

営業利益 488,523 501,522

営業外収益

受取利息 4,814 3,555

受取配当金 98 66

その他 1,311 2,590

営業外収益合計 6,224 6,211

営業外費用

支払利息 63,760 66,471

資金調達費用 9,311 －

社債発行費 13,154 17,863

その他 751 587

営業外費用合計 86,977 84,921

経常利益 407,769 422,813

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 33

退職給付制度終了益 － 1,186

特別利益合計 － 1,220

特別損失

投資有価証券売却損 30,000 －

投資有価証券評価損 1,096 －

特別損失合計 31,096 －

税金等調整前四半期純利益 376,673 424,033

法人税、住民税及び事業税 167,399 203,496

法人税等調整額 △3,497 △11,992

法人税等合計 163,902 191,504

四半期純利益 212,771 232,529
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

売上高 3,019,505 2,449,755

売上原価 1,953,166 1,334,857

売上総利益 1,066,338 1,114,898

販売費及び一般管理費 ※１
 505,070

※１
 507,676

営業利益 561,268 607,222

営業外収益

受取利息 1,573 1,517

受取配当金 64 50

その他 804 984

営業外収益合計 2,441 2,551

営業外費用

支払利息 30,525 35,385

資金調達費用 2,300 －

社債発行費 8,291 8,946

その他 455 221

営業外費用合計 41,574 44,553

経常利益 522,136 565,220

特別利益

貸倒引当金戻入額 △282 33

特別利益合計 △282 33

特別損失

投資有価証券売却損 30,000 －

特別損失合計 30,000 －

税金等調整前四半期純利益 491,853 565,253

法人税、住民税及び事業税 165,661 201,980

法人税等調整額 41,024 33,348

法人税等合計 206,685 235,329

四半期純利益 285,168 329,924
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
  至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
  至 平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 376,673 424,033

減価償却費 ※１
 67,077

※１
 112,990

貸倒引当金の増減額（△は減少） △893 △33

賞与引当金の増減額（△は減少） △57,500 △5,950

工事損失引当金の増減額（△は減少） △14,100 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △908 △1,186

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,000 9,000

受取利息及び受取配当金 △4,912 △3,621

支払利息 63,760 66,471

社債発行費償却 13,055 17,863

投資有価証券売却損益（△は益） 30,000 －

投資有価証券評価損益（△は益） 1,096 －

売上債権の増減額（△は増加） 22,597 16,024

たな卸資産の増減額（△は増加） △165,348 △1,162,438

仕入債務の増減額（△は減少） △162,941 △42,781

その他の資産の増減額（△は増加） 87,546 507,762

その他の負債の増減額（△は減少） △13,514 △13,953

未払又は未収消費税等の増減額 12,244 △20,729

その他 △222 △217

小計 262,711 △96,767

利息及び配当金の受取額 4,461 3,919

利息の支払額 △54,527 △67,442

法人税等の支払額 △316,892 △76,779

その他の支出 △67,495 △11,533

営業活動によるキャッシュ・フロー △171,742 △248,603

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △673,000 △2,603,000

定期預金の払戻による収入 353,000 2,773,000

有形固定資産の取得による支出 △1,185 －

無形固定資産の取得による支出 △2,370 －

投資有価証券の売却による収入 50,000 －

有価証券の取得による支出 － △99,910

貸付けによる支出 △70,000 △13,854

貸付金の回収による収入 5,317 9,539

投資活動によるキャッシュ・フロー △338,238 65,775
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
  至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
  至 平成22年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △760,000 －

長期借入れによる収入 300,000 804,000

長期借入金の返済による支出 △981,252 △677,052

社債の発行による収入 1,460,000 －

社債の償還による支出 △86,400 △157,100

株式の発行による収入 175 2,904

自己株式の取得による支出 △35,182 △43,932

リース債務の返済による支出 － △14,658

配当金の支払額 △181,335 △98,890

財務活動によるキャッシュ・フロー △283,995 △184,729

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △793,976 △367,557

現金及び現金同等物の期首残高 2,618,444 2,205,646

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※２
 1,824,467

※２
 1,838,089
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

　該当事項はありません。

 
　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化が

ないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　たな卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末のたな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなも

のについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

する方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定

する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差

異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業

績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

　該当事項はありません。

 
　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

退職給付引当金

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成22年１月に適格退職年金制度の全部について確定拠出

年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)

を適用しております。

本移行により、特別利益として1,186千円を計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末
(平成21年11月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　  107,455千円※１　有形固定資産の減価償却累計額 　  77,565千円

※２　販売用不動産の減価償却引当金　　143,782千円※２　販売用不動産の減価償却引当金　　 74,835千円

※３　担保資産及び対応債務

担保に供している資産

現金及び預金 610,000千円

販売用不動産 5,760,490千円

流動資産(その他) 409千円

有形固定資産 1,494,030千円

投資その他の資産(その他) 59,773千円

計 7,924,703千円

上記に対応する債務

短期借入金 1,800,000千円

１年内返済予定の長期借入金 1,351,854千円

長期借入金 2,138,293千円

計 5,290,147千円

※３　担保資産及び対応債務

担保に供している資産

現金及び預金 680,000千円

販売用不動産 5,124,401千円

流動資産(その他) 409千円

有形固定資産 1,512,912千円

投資その他の資産(その他) 59,946千円

計 7,377,669千円

上記に対応する債務

短期借入金 1,800,000千円

１年内返済予定の長期借入金 671,229千円

長期借入金 2,641,970千円

計 5,113,199千円
　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 341,466千円

地代家賃 123,163千円

広告宣伝費 110,897千円

役員退職慰労引当金繰入 9,000千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料及び手当 332,394千円

賞与引当金繰入額 22,050千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,000千円

２　当社グループでは、学生マンション部門において、

３月及び４月の入学シーズン時期にあわせた学生

マンション入居者募集関連売上により第２四半期

(３月～５月)に、課外活動支援部門において、合宿

・研修旅行のピークシーズンである第３四半期(６

月～８月)に売上高が増加する傾向があります。

２　　　　　　　　　 同左

 

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 170,549千円

広告宣伝費 65,487千円

地代家賃 61,581千円

役員退職慰労引当金繰入 5,000千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料及び手当 166,147千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,000千円

２　当社グループでは、学生マンション部門において、

３月及び４月の入学シーズン時期にあわせた学生

マンション入居者募集関連売上により第２四半期

(３月～５月)に、課外活動支援部門において、合宿

・研修旅行のピークシーズンである第３四半期(６

月～８月)に売上高が増加する傾向があります。

２　　　　　　　　　 同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日)

※１　減価償却費の内訳

固定資産の減価償却費 12,080千円

販売用不動産の減価償却引当金繰入額 54,997千円

※２　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,337,467千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △513,000千円

現金及び現金同等物 1,824,467千円

※１　減価償却費の内訳

固定資産の減価償却費 44,043千円

販売用不動産の減価償却引当金繰入額 68,946千円

※２　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,501,089千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △663,000千円

現金及び現金同等物 1,838,089千円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年５月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年12月１日　

至　平成22年５月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 9,458,600

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 567,820

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年２月23日
定時株主総会

普通株式 99,257 11平成21年11月30日 平成22年２月24日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)

　

　
不動産ソリュー
ション事業

学生生活支援事
業

計 消去又は全社 連結

　 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,559,968459,5363,019,505 ― 3,019,505

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,559,968459,5363,019,505 ― 3,019,505

営業利益 620,526 81,792 702,319(141,050)561,268

(注) １　事業の区分は、市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分の事業の内容

(1) 不動産ソリューション事業・・・学生マンションの開発、不動産有効活用コンサルティング、学生マン

ションの賃貸及び管理、入居者募集及び仲介

(2) 学生生活支援事業・・・・・・・合宿・研修旅行及び一般旅行、イベントの企画・運営、スポーツ施設の

運営、福利厚生事業サポートプランの提供、新卒採用支援

３　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切

下げの方法)に変更しております。

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

　

　
不動産ソリュー
ション事業

学生生活支援事
業

計 消去又は全社 連結

　 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,015,008434,7472,449,755 ― 2,449,755

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,015,008434,7472,449,755 ― 2,449,755

営業利益 681,910 66,650 748,560(141,338)607,222

(注) １　事業の区分は、市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分の事業の内容

(1) 不動産ソリューション事業・・・学生マンションの開発、不動産有効活用コンサルティング、学生マン

ションの賃貸及び管理、入居者募集及び仲介

(2) 学生生活支援事業・・・・・・・合宿・研修旅行及び一般旅行、イベントの企画・運営、スポーツ施設の

運営、新卒採用支援
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)

　

　
不動産ソリュー
ション事業

学生生活支援事
業

計 消去又は全社 連結

　 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,728,669785,8344,514,504 ― 4,514,504

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,728,669785,8344,514,504 ― 4,514,504

営業利益 695,411 79,140 774,551(286,028)488,523

(注) １　事業の区分は、市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分の事業の内容

(1) 不動産ソリューション事業・・・学生マンションの開発、不動産有効活用コンサルティング、学生マン

ションの賃貸及び管理、入居者募集及び仲介

(2) 学生生活支援事業・・・・・・・合宿・研修旅行及び一般旅行、イベントの企画・運営、スポーツ施設の

運営、福利厚生事業サポートプランの提供、新卒採用支援

３　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切

下げの方法)に変更しております。

これにより、売却が見込まれる販売用不動産１物件について簿価切下げを行ったため、従来の方法によった

場合に比べて、不動産ソリューション事業の当第２四半期連結累計期間の売上総利益及び営業利益は、それ

ぞれ24,762千円減少しております。

　

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

　

　
不動産ソリュー
ション事業

学生生活支援事
業

計 消去又は全社 連結

　 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,263,125774,4084,037,533 ― 4,037,533

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,263,125774,4084,037,533 ― 4,037,533

営業利益 720,945 76,727 797,672(296,150)501,522

(注) １　事業の区分は、市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分の事業の内容

(1) 不動産ソリューション事業・・・学生マンションの開発、不動産有効活用コンサルティング、学生マン

ションの賃貸及び管理、入居者募集及び仲介

(2) 学生生活支援事業・・・・・・・合宿・研修旅行及び一般旅行、イベントの企画・運営、スポーツ施設の

運営、新卒採用支援
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【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)及び当第２四半期連結会計期

間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１

日　至　平成21年５月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)及び当第２四半期連結会計期

間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)並びに前第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１

日　至　平成21年５月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末
(平成21年11月30日)

　 　

　 431.39円
　

　 　

　 414.43円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日 
  至　平成22年５月31日)

１株当たり四半期純利益 23.48円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 23.46円
　

　

１株当たり四半期純利益 26.01円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 26.01円

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目

前第２四半期
連結累計期間

(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当第２四半期
連結累計期間

(自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 (千円) 212,771 232,529

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 212,771 232,529

普通株式の期中平均株式数 (千株) 9,061 8,937

普通株式増加数 (千株) 4 1

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年３月１日
至  平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年５月31日)

１株当たり四半期純利益金額 31.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 31.59円
　

１株当たり四半期純利益金額 37.12円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 37.12円
　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目

前第２四半期
連結会計期間

(自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日)

当第２四半期
連結会計期間

(自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 (千円) 285,168 329,924

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 285,168 329,924

普通株式の期中平均株式数 (千株) 9,023 8,886

普通株式増加数 (千株) 3 0

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年７月10日

株式会社毎日コムネット

取締役会　御中

　

双 葉 監 査 法 人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐 々 木　　　正　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　梅 　 澤　　　茂　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社毎日コムネットの平成20年12月１日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成21年３月１日から平成21年５月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成

21年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社毎日コムネット及び連結子会社の平

成21年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当連結

会計年度の第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)を適用

し、たな卸資産の評価基準を変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年７月９日

株式会社毎日コムネット

取締役会　御中

　

双 葉 監 査 法 人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐 々 木　　　正　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　梅 　 澤　　　茂　　㊞

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社毎日コムネットの平成21年12月１日から平成22年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成22年３月１日から平成22年５月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年12月１日から平成

22年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社毎日コムネット及び連結子会社の平

成22年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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